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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期

第２四半期連結
累計期間

第17期
第２四半期連結
累計期間

第16期
第２四半期連結
会計期間

第17期
第２四半期連結
会計期間

第16期

会計期間

自平成22年
１月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
１月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
１月１日
至平成22年
12月31日

売上高（千円） 21,109,88615,098,6178,990,2787,606,62334,376,619

経常利益（千円） 　 559,012 113,917 75,197 9,331 184,253

四半期（当期）純損失（△）

（千円） 
△230,758△185,482△344,021△155,994△1,604,082

純資産額（千円） ― ― 7,442,9086,183,4646,190,079

総資産額（千円） ― ― 15,789,58315,887,48014,866,327

１株当たり純資産額（円） ― ― 53,608.3142,884.3744,210.04

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△1,851.79△1,488.46△2,760.70△1,251.82△12,872.41

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ― ― ― ―

自己資本比率（％） ― ― 42.3 33.6 37.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
126,330 456,390 ― ― 1,993,816

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,791,638△398,293 ― ― △3,341,412

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
648,005 757,912 ― ― 13,842

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
― ― 1,892,1952,346,4191,529,628

従業員数（人） ― ― 290 309 310

　　

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　　　
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２【事業の内容】

 　 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況　 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 309  

　（注）従業員数は就業人員であります。

 

（２）提出会社の状況 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 9　(1) 

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　該当事項はありません。

（２）仕入実績

　当第２四半期連結会計期間における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
　　至　平成23年６月30日）

金額（千円） 前年同四半期比（％）

日本 1,968,031 －
中国 4,758,970 －

合　計 6,727,001 －

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（３）受注実績

　受注後売上計上が概ね１ヶ月以内であるため、記載を省略しております。

（４）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
　　至　平成23年６月30日）

金額（千円） 前年同四半期比（％）

日本 2,475,814 －

中国 5,130,808 －

合　計 7,606,623 －

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前第２四半期連結会計期間および当第２四半期連結会計期間における主な販売先は、当該割合の100分の10

以上の会社がないため記載を省略しております。

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

    当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済情勢は、年初は高成長を維持している新興国の需要拡大やエコポ

イント制度等の経済政策による下支えにより国内の企業業績は緩やかな回復傾向が見られました。しかしながら、平

成23年３月11日に発生いたしました東日本大震災により、社会インフラが甚大な被害を受けサプライチェーンが寸

断されたことや、電力供給不足による生産活動停滞等といった深刻な影響を受け、企業業績の下押し圧力が強くなる

とともに個人消費の落ち込みや、円高、株安が進行し、今後の日本経済の先行きは不透明感が増す状況となってまい

りました。

このような状況の中、当社グループは、従来と同様、自動車市場が急激に拡大する中華人民共和国（以下「中国」

という）を中心に東南アジア諸国およびその周辺国において、主に欧州メーカーブランドの商品によって多国間の

貿易ルートを確保することにより自動車市場の流通の活性化と収益拡大に努めてまいりました。

上記の結果、当第２四半期連結会計期間の連結業績は、前第２四半期連結会計期間に連結範囲の変更があったこと

から、売上高は76億６百万円（前年同四半期比15.4％減）、営業利益は１億77百万円（前年同四半期比12.6％増）、

経常利益は為替差損１億11百万円を計上したこと等より９百万円（前年同四半期比87.6％減）、四半期純損失は１

億55百万円（前年同四半期３億44百万円）となりました。

　

　セグメントの業績は次のとおりであります。　

①日本

　日本国内における中古車買取・販売事業につきましては、当第２四半期連結会計期間末の「アップル」フラン

チャイズ店舗数は202店舗（前連結会計年度末は202店舗）となりました。また東南アジア諸国に対する中古車輸

出事業は、長引く円高の影響を緩和するべく、三国間取引により為替変動の影響を低減させる取り組みを一部

行っているものの、昨年11月以降1ドルあたり80円前後で推移している円高の影響から、当第２四半期連結会計期

間における日本の売上高は24億75百万円、営業損失は41百万円となりました。

　東日本大震災の影響につきましては、フランチャイズ１店舗のみが休業中であるほかは、従業員に人的被害はな

く、業績に与える影響は軽微であります。

②中国

　中国汽車工業協会が平成23年７月に公表した１～６月の新車販売台数累計は、小型車減税の打ち切り、ガソリン

価格の上昇、北京市など主要都市で導入されたナンバープレートの発給枚数制限等の影響で、前年同期比3.4%増

の932万5,200台と伸び率は鈍化したもの、米国の販売台数を約300万台上回り、世界１位の市場を維持しておりま

す。さらに、当社の主力商品であるメルセデスベンツについては、ダイムラーが平成23年７月21日に公表した中国

国内の平成23年１～６月の新車販売台数累計は前年同期比59％増の９万5,030台となり過去最高を記録しまし

た。

　中国国内における新車関連事業については、当第２四半期連結会計期間の販売台数は順調に増加しているもの

の、前第２四半期連結会計期間において、連結範囲の変更があったことから、当第２四半期連結会計期間の新車関

連事業の売上高は51億30百万円、営業利益は２億18百万円となりました。

　

（２）財政状態　

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末（平成22年12月末）と比較して10億21百万円増

加して158億87百万円となりました。

　これは、現金及び預金が10億円増加したことによるものであります。

　負債は、前連結会計年度末と比較して10億27百万円増加して97億４百万円となりました。

　これは、支払手形及び買掛金が２億27百万円増加、短期借入金が４億25百万円増加、長期借入金が２億81百万円増加

したことによるものであります。

　純資産は、前連結会計年度末と比較して６百万円減少して61億83百万円となり、自己資本比率は33.6％となりまし

た。　

　

（３）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末（平成22年12月末）と比較して８

億16百万円増加して23億46百万円となりました。当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と

それらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前四半期純利益81百万円となりましたが、仕入債務の増加による収入２億42百万円、未収入金の減少によ

る収入80百万円、未払金の増加による収入95百万円があったことなどから、４億56百万円の収入（前年同四半期は１

億26百万円の収入）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　定期預金の払戻による収入３億92百万円、定期預金の預入による支出６億２百万円、有形固定資産の取得による支出

２億93百万円があったことなどから、３億98百万円の支出（前年同四半期は17億91百万円の支出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　短期借入金の増加による収入４億60百万円、長期借入金の増加による収入４億60百万円があったことなどから、７億
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57百万円の収入（前年同四半期は６億48百万円の収入）となりました。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 216,000

計 216,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月15日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 124,614 124,614
東京証券取引所

（マザーズ市場）

当社は単元株制度を採

用しておりません。

計 124,614 124,614 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
 （株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高
 （千円）

資本準備金
増減額

  （千円）

資本準備金
残高

   （千円）

平成23年４月１日～

平成23年６月30日 
― 124,614 ― 4,816,489 ― 165,687

　

（６）【大株主の状況】

平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

久保　和喜

（常任代理人　香港上海銀行東京支店）　

三重県四日市市

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）　
40,020 32.12

田中　治雄 大阪府吹田市  1,678 1.34

裏川　高史 和歌山県日高郡  985 0.79

高橋　亜希子 群馬県高崎市  950 0.76

小田　明 岡山県倉敷市  946 0.75

裏川　弘子 和歌山県日高郡  914 0.73

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号  900 0.72

樫村　剛司 東京都中央区  840 0.67

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号  816 0.65

林　隆久 愛知県知多郡  765 0.61

計 －  48,814 39.17

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成23年６月30日現在

 区分 株式数（株）  議決権の数（個） 内容 

 無議決権株式      　　　　      ―　  　　　　　　   ― 　  　　　　　　   ―

 議決権制限株式（自己株式等）
　　　　　　       ―　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　
　  　　　　　　   ― 　  　　　　　　   ―
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 区分 株式数（株）  議決権の数（個） 内容 

 議決権制限株式（その他） 　  　　　　　　   ― 　  　　　　　　   ― 　  　　　　　　   ―

 完全議決権株式（自己株式等） 　　　　　　　 　　―    　　　　　　   ― 　  　　　　　　   ―

 完全議決権株式（その他）  普通株式　　 124,614　  　　　　  124,614　  　　　　　　   ―

 単元未満株式 　  　　　　　　   ― 　  　　　　　　   ― 　  　　　　　　   ―

 発行済株式総数               124,614　  　　　　　　   ― 　  　　　　　　   ―

 総株主の議決権 　  　　　　　　   ―               124,614　  　　　　　　   ―

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１株（議決権数１個）含まれて

おります。 

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 10,50014,98013,30013,75011,1009,450

最低（円） 8,770 9,030 7,000 8,960 9,150 8,700

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

（１）役職の異動

新役名　 新職名　 旧役名　 旧職名　 氏名 異動年月日　

　常務取締役　 　経営企画室長 　代表取締役　 　経営企画室長　 　津田知明　 　平成23年４月１日

　取締役　 　管理本部長 　代表取締役 　管理本部長 　近藤則明 　平成23年４月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結会

計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成

23年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半期連結

累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、霞が関監査法人による

四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,677,630 5,676,801

受取手形及び売掛金 4,506,345 4,698,456

商品及び製品 2,766,586 2,393,717

原材料及び貯蔵品 1,200 1,294

前渡金 153,445 236,114

その他 1,173,478 1,278,862

貸倒引当金 △2,069,700 △1,965,481

流動資産合計 13,208,986 12,319,763

固定資産

有形固定資産 ※1
 763,844

※1
 638,698

無形固定資産 337,713 347,262

投資その他の資産 ※2
 1,576,939

※2
 1,559,642

固定資産合計 2,678,497 2,545,603

繰延資産 － 960

資産合計 15,887,483 14,866,327

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,980,598 1,752,843

短期借入金 6,085,685 5,659,980

未払法人税等 98,550 88,672

その他 1,105,109 1,036,186

流動負債合計 9,269,943 8,537,683

固定負債

長期借入金 390,664 109,128

退職給付引当金 1,567 1,796

その他 41,841 27,639

固定負債合計 434,072 138,563

負債合計 9,704,016 8,676,247

純資産の部

株主資本

資本金 4,816,489 4,816,489

資本剰余金 165,687 2,078,897

利益剰余金 302,043 △1,425,683

株主資本合計 5,284,220 5,469,703

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 63,959 87,300

為替換算調整勘定 △4,188 △47,813

評価・換算差額等合計 59,771 39,486

少数株主持分 839,475 680,890

純資産合計 6,183,467 6,190,079

負債純資産合計 15,887,483 14,866,327
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 21,109,886 15,098,617

売上原価 18,774,705 13,605,235

売上総利益 2,335,180 1,493,381

販売費及び一般管理費 ※
 1,725,674

※
 1,258,328

営業利益 609,506 235,052

営業外収益

受取利息 9,258 7,174

受取手数料 24,573 4,859

保険代行収入 27,400 16,007

持分法による投資利益 － 21,513

その他 18,033 25,973

営業外収益合計 79,265 75,529

営業外費用

支払利息 98,309 123,824

為替差損 － 43,722

その他 31,450 29,117

営業外費用合計 129,759 196,664

経常利益 559,012 113,917

特別利益

固定資産売却益 285 1,402

関係会社株式売却益 － 10,000

特別利益合計 285 11,402

特別損失

固定資産売却損 － 12,929

減損損失 188,284 －

子会社株式売却損 － 23,278

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,045

その他 58,550 －

特別損失合計 246,835 44,253

税金等調整前四半期純利益 312,462 81,065

法人税等 243,890 113,913

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △32,847

少数株主利益 299,330 152,634

四半期純損失（△） △230,758 △185,482
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 8,990,278 7,606,623

売上原価 7,979,896 6,803,238

売上総利益 1,010,381 803,384

販売費及び一般管理費 ※
 853,078

※
 626,194

営業利益 157,302 177,190

営業外収益

受取利息 4,494 4,980

受取手数料 10,498 1,262

保険代行収入 5,579 8,388

その他 5,296 13,689

営業外収益合計 25,868 28,321

営業外費用

支払利息 49,288 75,398

為替差損 45,380 111,618

その他 13,304 9,162

営業外費用合計 107,973 196,180

経常利益 75,197 9,331

特別利益

固定資産売却益 0 －

関係会社株式売却益 － 10,000

特別利益合計 0 10,000

特別損失

固定資産売却損 － 5,345

減損損失 188,284 －

その他 25,743 －

特別損失合計 214,027 5,345

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△138,829 13,985

法人税等 100,605 90,970

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △76,984

少数株主利益 104,585 79,009

四半期純損失（△） △344,021 △155,994
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 312,462 81,065

減価償却費 88,608 74,010

減損損失 188,284 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 48,999 190,855

退職給付引当金の増減額（△は減少） △331 △229

受取利息及び受取配当金 △9,887 △11,674

支払利息 98,309 123,824

売上債権の増減額（△は増加） 661,368 74,282

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,912,483 △398,746

仕入債務の増減額（△は減少） 1,496,287 242,372

未収入金の増減額（△は増加） △1,505,009 80,668

未払金の増減額（△は減少） 1,376,013 95,772

その他 △500,963 130,349

小計 341,658 682,550

利息及び配当金の受取額 27,359 12,465

利息の支払額 △97,276 △129,209

法人税等の支払額 △145,410 △109,416

営業活動によるキャッシュ・フロー 126,330 456,390

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,136,516 △602,698

定期預金の払戻による収入 － 392,190

有形固定資産の取得による支出 △319,182 △293,364

有形固定資産の売却による収入 85,729 96,154

投資有価証券の取得による支出 △300,002 －

子会社株式の取得による支出 △146,508 －

その他 24,841 9,423

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,791,638 △398,293

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 809,454 460,231

長期借入れによる収入 20,000 460,000

長期借入金の返済による支出 △144,188 △125,500

社債の償還による支出 △30,000 △30,000

配当金の支払額 △1,152 －

リース債務の返済による支出 △6,107 △6,818

財務活動によるキャッシュ・フロー 648,005 757,912

現金及び現金同等物に係る換算差額 9,493 780

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,007,808 816,790

現金及び現金同等物の期首残高 3,253,584 1,529,628

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少） ※2

 △353,580 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,892,195

※1
 2,346,419
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　該当事項はありません。 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変

更

（１）連結範囲の変更

　第１四半期連結会計期間において、CARLYNA TRADING COMPANY LIMITEDの株式

を売却したため、連結の範囲から除外しております。　

（２）変更後の連結子会社の数

　17社

　

２．会計処理基準に関する事項の

変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ

764千円減少し、税金等調整前四半期純利益は8,809千円減少しております。ま

た、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は25,704千円であ

ります。　　
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【表示方法の変更】

　当第２四半期連結累計期間

（自　平成23年１月１日

  　至　平成23年６月30日）　

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２

四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

　前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は、営業外費

用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四半期累

計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「為替差損」は10,942千円であります。

　前第２四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却損」は、特別

損失総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四半期

累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「固定資産売却損」は5,434千円であります。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」に区分掲記していた「預け金の増減

額」は、当第２四半期連結累計期間におりて、金額的重要性が乏しくなったため「その他」に含めております。

　なお、当第２四半期連結累計期間における「預け金の増減額」は2,158千円であります。

　

　当第２四半期連結会計期間

（自　平成23年４月１日

  　至　平成23年６月30日）　

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２

四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

　前第２四半期連結会計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却損」は、特別

損失総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四半期

会計期間の特別損失の「その他」に含まれる「固定資産売却損」は1,826千円であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１．たな卸資産の評価方法 　当第２四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、

前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算出しており

ます。

　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

２．固定資産の減価償却費の算定

方法

　定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

３．繰延税金資産及び繰延税金負

債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会

計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方

法を適用しております。 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、見積実効税率を使用

できない場合には、税引前四半期純利益に法定実効税率を乗じて計算しておりま

す。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 386,360千円 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 358,767千円

　

※２．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 961,388千円

※２．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 863,085千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 307,343千円

貸倒引当金繰入額 170,599 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 213,879千円

貸倒引当金繰入額 185,432 

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 136,648千円

貸倒引当金繰入額 142,153 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 106,418千円

貸倒引当金繰入額 92,876 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 5,237,529

預入期間が３か月を超える定期預金 △3,345,333

現金及び現金同等物 1,892,195

　

※２　当第２四半期連結累計期間においてBEST VENTURE

LIMITEDを持分法適用の範囲に含め、連結の範囲から除

外したことにより減少した資産及び負債の内訳は次の

とおりであります。　

（千円）　

流動資産 8,150,736

固定資産 907,064

資産合計 9,057,800

（千円）　

流動負債 5,894,599

負債合計 5,894,599

　

　　　なお、この連結範囲の適用除外により、現金及び現金同

等物は、353,580千円減少しております。　

　

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年６月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 6,677,630

預入期間が３か月を超える定期預金 △4,331,210

現金及び現金同等物 2,346,419

　

――――――――――　
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23

年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　　124,614株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項 

　　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

（１）配当金支払額

　　　該当事項はありません。

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

　　　該当事項はありません。　　 

　

５．株主資本の金額の著しい変動　

　当社は、平成23年３月30日開催の第16回定時株主総会の決議に基づき、平成23年３月30日をもって下記の通り資本

準備金の減少及び剰余金の処分を行いました。

資本準備金の額の減少及び剰余金の処分の内容

（１）会社法第448条第１項の規定に基づき、平成22年12月末時点の資本準備金を減少させ、その他資本剰余金に振

り替えました。　

①減少した準備金の額　

資本準備金　 1,913,209,641円　

②増加した剰余金の額　

その他資本剰余金　 1,913,209,641円　

（２）会社法第452条の規定に基づき、上記資本準備金振替後のその他資本剰余金にて繰越利益剰余金の欠損を填

補致しました。

①減少した剰余金の額　

その他資本剰余金　 1,913,209,641円　

②増加した剰余金の額　

繰越利益剰余金　 1,913,209,641円　

　

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年６月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自 平成

22年１月１日　至 平成22年６月30日）    

　自動車販売関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。
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【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 
日本
（千円）

中華人民
共和国
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高     　　  

（１）外部顧客に対する売上高 4,160,0774,795,09535,1058,990,278 ― 8,990,278

（２）セグメント間の内部売上

高又は振替高
110,622 1,058 ― 111,680(111,680) ―

計 4,270,6994,796,15335,1059,101,958(111,680) 8,990,278

営業利益又は営業損失（△） 30,163340,201△104,926265,438(108,136) 157,302

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．その他に属する地域の内訳は、以下のとおりです。

　　その他……香港特別行政区、タイ王国

３．所在地区分の変更

　従来、「香港特別行政区」としていた所在地区分の重要性が乏しくなったこと、また前連結会計年度において

新たに連結範囲に含めたタイ王国の子会社CARLYNA TRADING COMPANY LIMITEDの経営成績が当第１四半期連結

累計期間より反映されることに伴い、これらの所在地を「その他」として区分表示することに変更しました。

　

　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

 
日本
（千円）

中華人民
共和国
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高     　　  

（１）外部顧客に対する売上高 9,935,99511,096,40977,48121,109,886― 21,109,886

（２）セグメント間の内部売上

高又は振替高
267,24252,830 ― 320,072(320,072) ―

計 10,203,23811,149,23977,48121,429,958(320,072) 21,109,886

営業利益又は営業損失（△） 296,135743,270△107,559931,845(322,339) 609,506

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．その他に属する地域の内訳は、以下のとおりです。

　　その他……香港特別行政区、タイ王国

３．所在地区分の変更

　従来、「香港特別行政区」としていた所在地区分の重要性が乏しくなったこと、また前連結会計年度において

新たに連結範囲に含めたタイ王国の子会社CARLYNA TRADING COMPANY LIMITEDの経営成績が当第１四半期連結

累計期間より反映されることに伴い、これらの所在地を「その他」として区分表示することに変更しました。
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【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 
中華人民
共和国

マレーシア タイ王国
インドネシ
ア共和国

シンガポー
ル共和国

その他の
地域

計

Ⅰ　海外売上高

（千円）
4,798,6061,048,478850,1391,385,22727,045141,8318,251,328

Ⅱ　連結売上高

（千円）
―　　 ― ― ― ― ― 8,990,278 

Ⅲ　連結売上高

に占める海

外売上高の

割合（％）

53.4 11.7 9.4 15.4 0.3 1.6 91.8

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する主な国または地域

その他の地域……ブルネイ・ダルサラーム国、アラブ首長国連邦、ミャンマー連邦

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

４．従来、区分掲記しておりました「香港特別行政区」は、当連結累計期間において当該セグメントの海外売上

高の重要性がなくなったため、「その他の地域」として一括して記載しております。なお、当連結会計年度にお

ける当該セグメントの海外売上高、連結売上高に占める海外売上高の割合はそれぞれ6,155千円、0.1％であり

ます。

 

　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

 
中華人民
共和国

マレーシア タイ王国
インドネシ
ア共和国

シンガポー
ル共和国

その他の
地域

計

Ⅰ　海外売上高

（千円）
11,104,1572,516,5261,815,4153,609,76684,197314,54019,444,603

Ⅱ　連結売上高

（千円）
― ― ― ― ― ― 21,109,886

Ⅲ　連結売上高

に占める海

外売上高の

割合（％）

52.6 11.9 8.6 17.1 0.4 1.5 92.1

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する主な国または地域

その他の地域……ブルネイ・ダルサラーム国、アラブ首長国連邦、ミャンマー連邦

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

４．従来、区分掲記しておりました「香港特別行政区」は、当連結累計期間において当該セグメントの海外売上

高の重要性がなくなったため、「その他の地域」として一括して記載しております。なお、当連結会計年度にお

ける当該セグメントの海外売上高、連結売上高に占める海外売上高の割合はそれぞれ12,390千円、0.1％であり

ます。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループの事業である自動車販売関連事業のうち「日本」、「中国」を報告セグメントとして包括的な戦略を

立案し、事業活動を展開しております。 

　「日本」は、国内一般ユーザー等から買取及び国内オートオークションから仕入れた中古車を海外の輸出業者へ販

売をしております。また、国内一般ユーザ等から中古車の買取を行い、国内オートオークション、中古車販売業者への

販売ならびに中古車買取店のフランチャイズビジネスの展開を行っております。「中国」は、中華人民共和国におい

て、新車販売事業を行っております。

　　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　当第２四半期連結累計期間（自平成23年１月１日　至平成23年６月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　　

　
報告セグメント　

合計
日本 中国

　売上高

　　外部顧客への売上高

　

5,328,606 

　

9,770,010 

　　

15,098,617 

　　セグメント間の内部売上

　　高又は振替高
― ― ― 

計 5,328,606 9,770,010 15,098,617 

　セグメント利益又は

　損失（△）
△142,700 377,753 235,052 

　

　当第２四半期連結会計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　　

　
報告セグメント　

合計
日本 中国

　売上高

　　外部顧客への売上高

　

2,475,814 

　

5,130,808 

　　

7,606,623 

　　セグメント間の内部売上

　　高又は振替高
― ― ― 

計 2,475,814 5,130,808 7,606,623 

　セグメント利益又は

　損失（△）
△41,312 218,503 177,190 

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。　

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。　

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月

21日）を適用しております。

　

（金融商品関係）

前連結会計年度末日と比べて著しい変動がないため、記載しておりません。　

　

（有価証券関係）

　前連結会計年度末日と比べて著しい変動がないため、記載しておりません。

　

（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度末日と比べて著しい変動がないため、記載しておりません。　
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（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。 

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

　前連結会計年度末日と比べて著しい変動がないため、記載しておりません。

　

（賃貸等不動産関係）

　前連結会計年度末日と比べて著しい変動がないため、記載しておりません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 42,884.37円 １株当たり純資産額 44,210.04円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △1,851.79円 １株当たり四半期純損失金額（△） △1,488.46円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（△）（千円） △230,758 △185,482

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △230,758 △185,482

期中平均株式数（株） 124,614 124,614

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △2,760.70円 １株当たり四半期純損失金額（△） △1,251.82円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（△）（千円） △344,021 △155,994

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △344,021 △155,994

期中平均株式数（株） 124,614 124,614

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

　

　

２【その他】

該当事項はありません。 

EDINET提出書類

アップルインターナショナル株式会社(E02963)

四半期報告書

26/29



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月13日

アップルインターナショナル株式会社

取締役会　御中

霞が関監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 剱持　俊夫　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 舩井　宏昌　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアップルインターナ

ショナル株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４

月１日から平成22年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アップルインターナショナル株式会社及び連結子会社の平成22年６月30

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以　上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月15日

アップルインターナショナル株式会社

取締役会　御中

霞が関監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 遠藤　今朝夫　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 舩井　宏昌　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアップルインターナ

ショナル株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年４

月1日から平成23年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年1月1日から平成23年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アップルインターナショナル株式会社及び連結子会社の平成23年６月30

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。　

　

追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期連結

会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以　上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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